
 

 
 

 
指定管理者選定委員会における候補者の選定結果概要 

 

                                                     （課名：県民活動生活課） 

１ 施 設 名        滋賀県立県民交流センター 

２ 施設の概要        

○県民交流センター 
  延床面積（専有床面積） 7,962.62㎡ 
○地下駐車場 
  延床面積 3,320.80㎡ 

施設内容 

（所在地） 

大津市におの浜一丁目1番20号 

（設置目的） 

生き生きとした地域づくりを目指して、社会貢献活動その他の様々な分野における自発

的な活動に参加する県民が集い、交流するための施設として設置する。 

（設置年月） 

平成11年4月 

３ 

募 

集 

概 

要 

募集方法        公募 

募集要項配布期間        令和４年８月12日 ～ 令和４年10月５日 

申請受付期間        令和４年８月12日 ～ 令和４年10月５日 

募
集
内
容 

指定期間       令和５年４月１日 ～ 令和６年３月31日（１年間） 

管理業務内容       

(1)  ホール、会議室等の施設の提供その他県民交流センターの設置の目的を達成す 
  るために必要な業務 
 (2)  県民交流センターの施設および設備の維持管理に関する業務 
 (3)  (1)、(2)に掲げるもののほか、知事が必要と認める業務 

管理料参考額       納付金 106,000円 

４ 応募状況        

 

 
 
 
 
 

申 請 者 グループの構成 
（グループ申請の場合） 

 
 
 
 
 

所在地   名  称 

東京都千代田区三番町２
番地 

株式会社コンベンションリ
ンケージ 

－ 

                                 合計１者 

５ 

審
査
の
概
要
お
よ
び
結
果 

審 査 方 式        
滋賀県総合企画部指定管理者選定委員会において、申請書類の内容について申請者から
ヒアリングを実施し、あらかじめ定めた審査基準に基づく審査・採点を行い、その採点結果を
基に指定管理者の候補者を選定する。 

選定委員会委員        
   ＊委員長 
(50音順､敬称略) 

井上 芳恵 （龍谷大学政策学部准教授） 
小山 領一 （栗東市教育委員会教育部スポーツ・文化振興課長） 
平岡 俊一 （滋賀県立大学環境科学部准教授） 
藤   崇之 （公認会計士） 

＊南   圭子 （公益財団法人淡海文化振興財団常務理事兼事務局長） 

審 査 基 準         別紙参照     



 

 

審 査 経 過        

 第１回滋賀県総合企画部指定管理者選定委員会 
 （開催日）令和４年10月25日 
 （内 容）申請書類の内容についてのヒアリングを実施、審査基準に基づく審査・ 
       採点、採点結果を基に審議、指定管理者の候補者を選定 

審 
 

査 
 

結 
 

果 

指定管理者

の候補者 
 株式会社コンベンションリンケージ 

評 価 結 果 、

選 定 理 由 、

選定委員会

の概要 

【評価結果】 

○選定基準に基づく採点結果 

 

 

 

申請者 
選定基準１ 

(配点：30) 

選定基準2 

(配点：105) 

選定基準3 

(配点：75) 

選定基準4 

(配点：60) 

選定基準５ 

(配点：30) 

合 計 

(配点：300) 
 

 株式会社コンベン

ションリンケージ 
23.6 79.4 59.6 48.4 24.2 235.2 

※点数は各委員の平均値     （３００点満点） 

※審査大項目ごとの計および合計点が６割未満の場合は失格とする。 

 ○各委員の採点結果  

 

 

  申 請 者   Ａ委員  Ｂ委員  Ｃ委員  Ｄ委員  Ｅ委員  合計  平均値  

 

 

 

株式会社コンベン

ションリンケージ 
243 237 234 221 241 1,176 235.2 

 

 ○納付金提示額一覧表 

 

 

 

申 請 者 提 示 額  

 

 
株式会社コンベンションリンケージ  106,000円 

 

【選定理由】 

 株式会社コンベンションリンケージは、これまでの運営実績や全国的に事業展開しているノ

ウハウを活かし、利用者の要望に応じたワンストップ型のサービス提供により、施設の利便性

向上を図っており、コロナ禍による会議形態の変化や利用者の減少などに対しても、会議室

へのインターネット環境の整備や、ロビーコンサートの開催による賑わいの創出などに取り組

み、施設の利用率向上や活性化を図っていることが評価された。 

 また、納付金の提示もされており、法人の経営基盤も安定している。 

 

【指定管理者選定委員会の概要】 

（委  員）「ワンストップサービス型の施設」とはどういったものか。 

（申請者）部屋の貸出だけではなく、例えば、託児所の手配、ハイブリッド型でＷＥＢ会議を行

う際に必要な機材や準備の相談対応、お弁当の手配など、お客様の要望にワンス

トップで対応している。 

（委  員）電気料金が高騰しているが、収支計画は、この影響も考慮して積算しているか。 

（申請者）今後の状況は不透明であるが、光熱費は前年比120％で積算している。 

（委  員）Withコロナやコロナ禍が解消した後の稼働率向上に向けた工夫や展望は。 

（申請者）会議の形態がWEB開催やハイブリッド開催に変化してきており、これに対応したイ

ンターネット環境の整備を行っている。また、ロビースペースを活用した展示会やコ

ンサートの実施などにより、少しでも多くの方に足を運んでもらい、県民の方に喜ん

で使っていただける施設にしていきたい。    

 

 上記の結果、株式会社コンベンションリンケージを指定管理者の候補者として選定した。 

 

 

  



 

（別紙） 

滋賀県立県民交流センター審査基準 

 

選定基準 

（条例第10条） 
審査項目 審査内容 

配点 

(300点満点) 

１ 事業計画の内容が、

県民の公平な利用を

確保することができる

ものであること 

公平な利用を図るた

めの具体的手法及び

期待される効果 

 

・申請団体の経営方針や公共性は適切か 

・事業等の内容に偏りがないか 

・生活弱者等へ配慮されているか 

・県の減免等による政策を理解し促進できるか 

３０ 

２ 事業計画の内容が、

県民交流センターの

効用を最大限に発揮

させるものであること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設の設置目的及び

県が示した管理の方

針との整合性 

 

・施設の設置目的を理解しているか 

・県が示した管理の方針と事業者が提案した運営方

針が合致するか 

・事業内容が設置目的や管理方針に沿ったものとな

っているか 

３０ 

１０５ 

サービスの向上を図る

ための具体的手法及

び期待される効果 

 

 

 

・サービス向上のための取組内容は適切か 

・利用料金の設定は適切か 

・募集要項に示した内容への提案は適切か 

・全体的に施設の設備、機能を活用した内容となって

いるか 

・県民ニーズの把握やその対応策が適切か 

・利用者等からのクレーム対応は適切か 

・自主事業は、施設の設置目的に沿い、管理業務と 

の相乗効果が期待できるか 

４５ 

施設の維持管理の内

容、適格性及び実現

の可能性 

・求めている実施水準が事業計画書で提案されてい

るか 

・施設管理、安全管理は適切か 

・維持管理は効率的に計画されているか 

３０ 

３ 事業計画の内容が、

県民交流センターの

管理に係る経費の縮

減が図られるもので

あること 

適正な指定管理料の

提案 

 

 

・県が示した管理料の参考額の範囲での適正な提案

額か 

（適正な最低額の提案者を最高点とする） 

・必要な経費を見積もっているか 

１５ 

７５ 

施設の管理運営の経

費縮減に関する考え

方 

・経費縮減の計画が適切かつ具体的であるか 

・経費縮減によりサービス低下につながる恐れはな 

いか 

６０ 

４ 事業計画に沿った

管理を安定して行う

能力を有すること 

 

 

 

 

 

 

 

収支計画の内容、適

格性及び実現の可能

性 

・収入、支出の積算と事業計画の整合性は図られて

いるか 

・収支計画の実現可能性はあるか  

・団体の経営モラルは適切か 

２４ 

６０ 

安定的な運営が可能

となる人的能力 

・職員体制は十分か 

・職員採用・確保の方策は適切か 

・職員の指導育成、研修体制は十分か 

９ 

安定的な運営が可能

となる経理的基盤  

・団体の財務状況は健全か 

・金融機関、出資者等の支援体制は十分か 
９ 

目標達成の取り組み ・管理運営目標の達成に向けた取り組みについて  ９ 

類似施設の運営実績 ・類似施設を良好に運営した実績はあるか ９ 

５ 関係法令および条

例の規定を遵守し、

適切な管理ができる

こと 

関関係法令および条例

の規定を遵守し、適切

な管理ができる能力 

・労働法令等を含む関係法令等の順守体制について 

・個人情報の保護について 

・環境方針への配慮について 

・事故等の未然防止と事故等が発生した場合の緊急 

時の対応、体制について 

３０ 

  


